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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第47期中 第48期中 第49期中 第47期 第48期

会計期間

自　平成18年
　　３月１日
至　平成18年
　　８月31日

自　平成19年
　　３月１日
至　平成19年
　　８月31日

自　平成20年
　　３月１日
至　平成20年
　　８月31日

自　平成18年
　　３月１日
至　平成19年
　　２月28日

自　平成19年
　　３月１日
至　平成20年
　　２月29日

売上高 (百万円) ― ― 21,601 ― ―

経常利益 (百万円) ― ― 1,753 ― ―

中間純利益 (百万円) ― ― 976 ― ―

純資産額 (百万円) ― ― 61,348 ― ―

総資産額 (百万円) ― ― 76,185 ― ―

１株当たり純資産額 (円) ― ― 1,424.18 ― ―

１株当たり中間
純利益

(円) ― ― 22.66 ― ―

潜在株式調整後
１株当たり中間
純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 80.5 ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) ― ― 2,911 ― ―

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) ― ― △1,861 ― ―

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) ― ― △1,259 ― ―

現金及び現金同等物
の中間期末残高

(百万円) ― ― 12,716 ― ―

従業員数
〔外、平均臨時
雇用者数〕

(人) ―〔―〕 ―〔―〕 460〔115〕―〔―〕 ―〔―〕

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載をしておりません。

３　第49期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しておりますので、それ以前については記載しておりま

せん。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第47期中 第48期中 第49期中 第47期 第48期

会計期間

自　平成18年
　　３月１日
至　平成18年
　　８月31日

自　平成19年
　　３月１日
至　平成19年
　　８月31日

自　平成20年
　　３月１日
至　平成20年
　　８月31日

自　平成18年
　　３月１日
至　平成19年
　　２月28日

自　平成19年
　　３月１日
至　平成20年
　　２月29日

売上高 (百万円) 30,306 27,147 20,422 58,646 53,656

経常利益 (百万円) 2,285 1,865 1,808 4,504 3,876

中間(当期)純利益 (百万円) 1,286 1,088 987 2,412 2,248

持分法を適用した場合
の投資利益

(百万円) ─ ― ― ― ―

資本金 (百万円) 12,208 12,208 12,208 12,208 12,208

発行済株式総数 (千株) 47,841 47,841 47,841 47,841 47,841

純資産額 (百万円) 61,435 61,094 61,554 62,575 61,571

総資産額 (百万円) 75,031 75,018 75,239 76,583 76,592

１株当たり純資産額 (円) 1,424.261,417.421,428.961,451.051,428.84

１株当たり中間(当期)
純利益

(円) 29.83 25.25 22.91 55.93 52.17

潜在株式調整後
１株当たり中間(当期)
純利益

(円) ─ ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ─ ― ― 23.00 23.00

自己資本比率 (％) 81.9 81.4 81.8 81.7 80.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 87 832 ― 734 2,846

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,908 △5,066 ― △5,725 △9,561

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,110 △1,157 ― △1,275 △1,328

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) 20,033 15,312 ― 20,706 12,618

従業員数
〔外、平均臨時
雇用者数〕

(人) 417〔100〕409〔108〕387〔115〕405〔104〕388〔113〕

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益については、第49期中間会計期間は中間連結財務諸表を作成しているため記

載しておりません。また、第49期中以外の期に係るものについては、関連会社がないため記載をしておりませ

ん。

３　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載をしておりません。

４　第49期中間会計期間は中間連結財務諸表を作成しているため、第49期中の営業活動によるキャッシュ・フ

ロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー、現金及び現金同等物の中間

期末残高については記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当社グループは、当社及び連結子会社１社、非連結子会社１社で構成されており、土木・建設機械の製造

・販売並びにレンタル事業、建設資材、商業設備、映像・音響機器の販売事業及び不動産の販売・賃貸事業

を主な事業内容としております。

[建　機　　事　業]
当社及び子会社千葉リース工業㈱が土木・建設機械等の製造・販売並びにレンタル
を行っております。

[商　事　　事　業]
当社が建設資材、商業設備、住宅設備、映像・音響機器等の販売並びにレンタルを
行っております。

[不 動 産　事　業] 当社が商業用不動産の賃貸・売買、戸建・分譲等を行っております。

　

当社グループの状況を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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３ 【関係会社の状況】

当中間連結会計期間において、以下の会社の重要性が増したため、連結子会社といたしました。

　

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

千葉リース工業株式会社 千葉県柏市 50

土木・建設
機械の販売
並びにレン
タル事業

所有　100.0

主に当社と土木・建設機
械の賃貸借を行っており
ます。当社より融資を受け
ております。
役員の兼任　１名

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年８月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

建機事業 358〔 85〕

商事事業 66〔 24〕

不動産事業 6〔  2〕

全社（共通） 30〔  4〕

合計 460〔115〕

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔　　〕内に当中間連結会計期間の平均雇用人員を外書で記載して

おります。

２　全社（共通)は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年８月31日現在

従業員数(人) 387〔115〕

(注) １　従業員数は、提出会社から他社への出向者を除き、他社から提出会社への出向者を含む就業人員であります。

２　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔　〕内に当中間会計期間の平均雇用人員を外書で記載しており

ます。

　

(3) 労働組合の状況

提出会社の労働組合はワキタ社員組合と称し、上部団体には加入しておりません。なお、労使関係につ

いては、特に記載すべき事項はありません。

なお、連結子会社については、労働組合はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、前中間連結会計期間との比較分析は

行っておりません。

(1) 業績

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、天然資源をはじめとする原材料が高騰し続けたことや米

国発の信用不安の広がり等の影響を受け、輸出や民間設備投資にもかげりが見え、景気は踊り場から下降

への後退が懸念され始めた期でありました。 

　こうした状況のもとで当社グループは、経営資源を都市圏へ集中させ、主力事業である建設機械関係の

収益構造の充実を図るとともに、不動産事業をはじめ事業の多角化に努めてまいりました。 

　その結果、売上高は216億１百万円となりました。 

これをセグメント別に申し上げますと、建機事業は154億66百万円、商事事業は48億15百万円、不動産事業

は13億19百万円となっております。 

　利益面におきましては、売上高全体の大幅な減少に伴い、売上総利益は47億32百万円となりました。一

方、販売費及び一般管理費を32億11百万円にとどめることができましたので、営業利益は15億20百万円と

なりました。また営業外収益等が減少したことにより経常利益は17億53百万円、中間純利益は９億76百万

円という結果となりました。 

　今後の見通しにつきましては、新興国も含め世界的な景気減速が叫ばれており、先行きは非常に厳しい

経営環境が続くものと考えております。 

　このような状況のもとで当社グループは、建機事業への経営資源のシフトを維持していくとともに、他

の事業につきましては、高収益事業への選択と集中を促進していくことにより、業績回復に向け、一丸と

なって努力してまいる所存でございます。

　

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

①　建機事業

建機事業は、国・地方公共団体の公共投資抑制による受注額が減少したほか、供給過多による価格

競争の激化など今期に入り厳しい事業環境が続きました。

　このような状況下で、原価コストの徹底した軽減や保有資産機の見直しを図るなど、効果的な機械

配置等を積極的に実施し新たな顧客開拓に取り組みました。

　その結果、建機事業全体の売上高は、154億66百万円、営業利益は９億57百万円となりました。

②　商事事業

商業事業は、依然として顧客の投資意欲が落ち込んだまま推移しており、業績の改善を目指し営業

努力を重ねましたが事業の浮揚とまでは至りませんでした。

　また、住宅設備や輸入石材などの資材部門も需要の減少には逆らえず、収益確保のため経費の削減

に努めました。

　その結果、商事事業全体の売上高は、48億15百万円、営業利益は２億25百万円となりました。

③　不動産事業

不動産事業は、建築基準法の改正に伴う建築確認申請の厳格化の影響も徐々に薄れ、分譲住宅の受

注は堅調に推移しました。賃貸部門も立地条件の優れた商業ビルの確保が順調で、需要拡大を反映し

て上昇傾向が続いております。

　その結果、不動産事業全体の売上高は、13億19百万円、営業利益は３億37百万円となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、営業活動により29億

11百万円増加したものの、投資活動により18億61百万円、財務活動により12億59百万円それぞれ支出した

ことにより、当中間連結会計期間末残高は127億16百万円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因はつぎのとおりでありま

す。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における営業活動による資金の増加は、29億11百万円となりました。主な要因は、

税金等調整前中間純利益16億47百万円、売上債権の減少額27億10百万円、仕入債務の減少額24億81百万円

等によるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における投資活動による資金の減少は、18億61百万円となりました。主な要因は、

定期預金の払戻による収入15億56百万円、賃貸用不動産等有形固定資産の取得による支出41億32百万円

等によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における財務活動の結果、使用した資金は12億59百万円となりました。主な要因

は、配当金の支払９億86百万円等によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

イ　生産実績

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円)

建機事業 602

合計 602

(注) １　上記金額は販売価格によっております。

２　上記金額には消費税等は含まれておりません。

３　当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、前年同期との比較については行っておりませ

ん。

　

ロ　仕入実績

当中間連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであり

ます。

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円)

建機事業 6,488

商事事業 4,073

不動産事業 265

合計 10,827

(注) １　上記金額は仕入価格によっております。

２　上記金額には消費税等は含まれておりません。

３　当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、前年同期との比較については行っておりませ

ん。

　

(2) 受注実績

当社グループにおける生産方式は、受注生産によらず需要状況を勘案して、見込生産を行っていますの

で、受注高、受注残高は省略しております。

　

(3) 販売実績

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円)

建機事業 15,466

商事事業 4,815

不動産事業 1,319

合計 21,601

(注) １  上記金額には賃貸収入が次のとおり含まれており、消費税等は含まれておりません。

建機事業 7,280百万円

商事事業 131百万円

不動産事業 825百万円

２　当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、前年同期との比較については行っておりませ

ん。
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３ 【対処すべき課題】

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

　

４ 【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。

　

５ 【研究開発活動】

当中間連結会計期間において、特記すべき事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

当中間連結会計期間において、取得した主要な設備は以下のとおりであります。

　

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価格(百万円)

建物
土地
(面積㎡)

その他 合計

建機事業全店 建機事業 貸与資産 ― ― 532 532

広島支店
(広島市)

建機事業 土地 ―
310

(5,346.77)
― 310

システム事業部 商事事業 貸与資産 ― ― 359 359

本社
(大阪市西区)

不動産事業
賃貸用
不動産

2,650
868

(1,340.54)
129 3,648

(注) １ 上記金額には消費税等は含まれておりません。

２ 設備の内容は次のとおりです。

    貸与資産：掘削機、発電機、ウェルダー、コンプレッサー等土木建設機械、VOD設備

　  土地：営業所用地

　  賃貸用不動産：土地付賃貸用ビル

　

(2) 国内子会社

当中間連結会計期間において、取得した主要な設備は以下のとおりであります。

　

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価格
(百万円)

その他

千葉リース
工業㈱

建機事業全店 建機事業 貸与資産 192

(注) １ 上記金額には消費税等は含まれておりません。

２ 設備の内容は次のとおりです。

　　貸与資産：掘削機、ブルドーザー等土木建設機械
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２ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備計画の変更

当中間連結会計期間において、前会計年度末に計画中であった重要な設備新設計画のうち、建機事業の

貸与資産購入については平成20年６月末日までに２億50百万円、土地建物購入については平成20年５月

末日までに３億10百万円(土地取得)が完了しております。不動産事業の賃貸用不動産購入については平

成20年５月末日までに３億46百万円が完了しております。さらに賃貸用不動産において、優良物件取得の

ため平成20年８月末日までに32億98百万円の追加購入を行っております。

　

(2）重要な設備の新設等

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は、次のとおりであります。

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメント
の名称

設備の内容

投資予定金額(百万円)
資金調達
方法

購入予定
年月

総額 既支払額

㈱ワキタ
本社

(大阪市西区)
不動産事業

賃貸用
不動産

850 ― 自己資金
平成20年
　10月

(注) １ 上記金額には消費税等は含まれておりません。

     ２ 設備の内容は次のとおりです。

　  賃貸用不動産：土地付賃貸用ビル

　　　

(3) 重要な設備の除却等

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 149,959,000

計 149,959,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成20年8月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年10月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 47,841,29747,841,297
大阪証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 47,841,29747,841,297― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年8月31日 ― 47,841 ― 12,208 ― 13,716
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(5) 【大株主の状況】
平成20年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

有限会社脇田興産 大阪府豊中市上野東３丁目５番３号 4,707 9.84

バンク　オブ　ニューヨーク　
ジーシーエム　クライアント　ア
カウンツ　イーエル　アールジー
（常任代理人　株式会社三菱東
京UFJ銀行）

CITYGROUP　CENTRE,CANADA SQUARE,
CANARY WHARF LONDON E14 5LB, UNITED
KINGDOM
(東京都千代田区丸の内２丁目７番１号
決済事業部）     

2,476 5.18

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 2,259 4.72

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 2,126 4.44

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 2,122 4.44

オリックス株式会社 東京都港区浜松町２丁目４－１ 1,926 4.03

脇　田　冨美男 大阪府豊中市 1,680 3.51

日立建機株式会社 東京都文京区後楽２丁目５番１号 1,000 2.09

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２番１号 772 1.62

ステート　ストリート　バンク　
アンド　トラスト　カンパニー
505019
（常任代理人　株式会社みずほ
コーポレート銀行　兜町証券決
済業務室）

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O.BOX 518

IFSC DUBLIN, IRELAND
(東京都中央区日本橋兜町６番７号)

755 1.58

計 ― 19,824 41.44

(注) １　当社は自己株式(4,764千株、持株比率9.96％)を保有しておりますが、上記の大株主から除いております。

２　株式会社三井住友銀行の所有株式数には、同行が退職給付信託の信託財産として拠出し、議決権行使の指図権

を留保している当社株式944千株(発行済株式総数に対する所有株式数の割合1.97％)を含んでおります。な

お、株主名簿上の名義は「日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(中央三井アセット信託銀行再信託分

・株式会社三井住友銀行退職給付信託口)」であります。
　
(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式)

普通株式 4,764,000
 

―
権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 42,546,000 42,546同上

単元未満株式 普通株式 531,297 ― 同上

発行済株式総数 47,841,297 ― ―

総株主の議決権 ― 42,546 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が9,000株(議決権の数9個)含ま

れております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式648株が含まれております。
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② 【自己株式等】

平成20年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ワキタ

大阪市西区江戸堀１丁目３番20号 4,764,000 ― 4,764,000 9.96

計 ― 4,764,000 ― 4,764,000 9.96

　

　

２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
３月

４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高(円) 625 600 610 609 599 580

最低(円) 540 560 571 574 562 494

(注)　最高・最低株価は大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。
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第５ 【経理の状況】

１　中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年

大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　また、当中間連結会計期間（平成20年３月１日から平成20年８月31日まで）は、「企業内容等の開示に

関する内閣府令等の一部を改正する内閣府令」（平成19年８月15日内閣府令第65号）附則第12条第２項

ただし書きにより改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前中間会計期間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)は、改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。

　また、当中間会計期間（平成20年３月１日から平成20年８月31日まで）は、「企業内容等の開示に関す

る内閣府令等の一部を改正する内閣府令」（平成19年８月15日内閣府令第65号）附則第11条第２項ただ

し書きにより改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。

(3) 当中間連結会計期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)は、中間連結財務諸表の作成初年

度であるため、以下に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書

及び中間連結キャッシュ・フロー計算書については前中間連結会計期間及び前連結会計年度との対比は

行っておりません。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成20年３月１日から

平成20年８月31日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間(平成19年３月１日から平成19年８月31

日まで)及び当中間会計期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)の中間財務諸表について、大阪

監査法人により中間監査を受けております。
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１ 【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

① 【中間連結貸借対照表】

　
当中間連結会計期間末
(平成20年８月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 12,716

　２　受取手形及び売掛金 ※４ 13,854

　３　有価証券 1,013

　４　たな卸資産 4,068

　５　その他 1,161

　　　貸倒引当金 △1,035

　　　流動資産合計 31,779 41.7

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※１

　　(1) 貸与資産 2,601

　　(2) 賃貸用不動産 ※２ 20,175

　　(3) 建物 2,581

　　(4) 土地 4,508

　　(5) その他 761

　　　有形固定資産合計 30,627
40.2
 

　２　無形固定資産 560 0.7

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 6,949

　　(2) 長期性預金 4,900

　　(3) その他 1,720

　　　　貸倒引当金 △352

　　　投資その他の資産合計 13,218 17.4

　　　固定資産合計 44,406 58.3

　　　資産合計 76,185 100.0
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　 当中間連結会計期間末
(平成20年８月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形及び買掛金 ※４ 7,425

　２　短期借入金 146

　３　リース債務 56

　４　未払法人税等 975

　５　賞与引当金 247

　６　その他 1,834

　　　流動負債合計 10,684 14.0

Ⅱ　固定負債

　１　社債 50

　２　長期借入金 18

　３　リース債務 386

　４　退職給付引当金 32

　５　役員退職慰労引当金 747

　６　その他 2,917

　　　固定負債合計 4,151 5.5

　　　負債合計 14,836 19.5

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 12,208

　２　資本剰余金 13,717

　３　利益剰余金 39,641

　４　自己株式 △2,119

　　　株主資本合計 63,448 83.3

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価差額金 △8

　２　繰延ヘッジ損益 0

　３　土地再評価差額金 △2,091

　　　評価・換算差額等合計 △2,099 △2.8

　　　純資産合計 61,348 80.5

　　　負債純資産合計 76,185 100.0
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② 【中間連結損益計算書】

　
当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 21,601 100.0

Ⅱ　売上原価 16,940 78.4

Ⅲ　割賦売上利益調整額 70 0.3

　　　売上総利益 4,732 21.9

Ⅳ　販売費及び一般管理費 ※１ 3,211 14.9

　　　営業利益 1,520 7.0

Ⅴ　営業外収益

　１　受取利息 104

　２　受取配当金 78

　３　為替差益 40

　４　その他 52 275 1.3

Ⅵ　営業外費用

　１　支払利息 7

　２　金利スワップ評価損 8

　３　その他 27 43 0.2

　　　経常利益 1,753 8.1

Ⅶ　特別利益

　１　固定資産売却益 ※２ 2

　２　その他 7 9 0.0

Ⅷ　特別損失

　１　固定資産売却損 0

　２　固定資産除却損 ※３ 14

　３　投資有価証券評価損 94

　４　その他 7 115 0.5

　　　税金等調整前中間純利益 1,647 7.6

　　　法人税、住民税及び事業税 888

　　　法人税等調整額 △217 671 3.1

　　　中間純利益 976 4.5
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③ 【中間連結株主資本等変動計算書】

当中間連結会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成20年２月29日残高(百万円) 12,208 13,717 39,656 △2,110 63,471

中間連結会計期間中の変動額

　剰余金の配当 △991 △991

　建物圧縮積立金の取崩 ― ―

　中間純利益 976 976

　自己株式の取得 △10 △10

　自己株式の処分 △0 1 1

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

― △0 △14 △8 △23

平成20年８月31日残高(百万円) 12,208 13,717 39,641 △2,119 63,448

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成20年２月29日残高(百万円) △4 △0 △2,091 △2,095 61,376

中間連結会計期間中の変動額

　剰余金の配当 △991

　建物圧縮積立金の取崩 ―

　中間純利益 976

　自己株式の取得 △10

　自己株式の処分 1

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

△3 0 △3 △3

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

△3 0 ― △3 △27

平成20年８月31日残高(百万円) △8 0 △2,091 △2,099 61,348
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

　
当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　１　税金等調整前中間純利益 1,647

　２　減価償却費 786

　３　のれん償却額 52

　４　賞与引当金の増減額（減少：△） 38

　５　退職給付引当金の増減額（減少：△） △2

　６　役員退職慰労引当金の増減額（減少：△） 18

　７　有形固定資産除売却損益（益：△） 12

　８　投資有価証券評価損 94

　９　受取利息及び受取配当金 △183

　10　支払利息 7

　11　売上債権の増減額（増加：△） 2,710

　12　たな卸資産の増減額（増加：△） 17

　13　仕入債務の増減額（減少：△） △2,481

　14　貸倒引当金の増減額（減少：△） 30

　15　その他 797

　　　　小計 3,545

　16　利息及び配当金の受取額 197

　17　利息の支払額 △7

　18　法人税等の支払額（純額） △824

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 2,911

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　１　定期預金の払戻による収入 1,556

　２　有形固定資産の取得による支出 △4,132

　３　有形固定資産の売却による収入 3

　４　投資有価証券の取得による支出 △20

　５　投資有価証券の売却・償還等による収入 758

　６　貸付けによる支出 △12

　７　貸付金の回収による収入 11

　８　その他の支出 △51

　９　その他の収入 25

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △1,861
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　 当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　１　長期借入金の返済による支出 △32

　２　社債の償還による支出 △10

　３　有形固定資産の割賦支払等による支出 △220

　４　自己株式の取得による支出 △10

　５　自己株式の売却処分による収入 1

　６　配当金の支払額 △986

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △1,259

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 3

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額（減少：△） △205

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 12,922

Ⅶ　現金及び現金同等物の中間期末残高 12,716
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

１　連結の範囲に関する事

項

(1)連結子会社の数　　　　１社

連結子会社の名称

千葉リース工業㈱
 

連結の範囲に含めた理由

　非連結子会社でありました千葉リース工業㈱は、重要性が

増したことにより当中間連結会計期間より連結の範囲に含

めております。

(2)非連結子会社名
平川機工㈱

 
連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社平川機工㈱は、小規模会社であり、総資産、売

上高、中間純損益及び利益剰余金等は、いずれも中間連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２　持分法の適用に関する

事項

(1)持分法適用の非連結子会社または関連会社数

該当事項はありません。

(2)持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社

　持分法を適用していない非連結子会社平川機工㈱は、中間

純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外し

ております。なお、関連会社はありません。

３　連結子会社の中間決算

日等に関する事項

中間決算日が中間連結決算日と異なる場合の内容等

　千葉リース工業㈱の中間決算日は、６月30日であります。

中間連結財務諸表を作成するに当たっては同日現在の中間

財務諸表を使用し、中間連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調整を行っております。

４　会計処理基準に関する

事項

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

　① 有価証券

　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

中間連結会計期間末日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定)

　　　　時価のないもの

　　　　　移動平均法による原価法

　②　デリバティブ取引により生じる債権及び債務

　時価法

　③　たな卸資産

　　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

によっております。

　　a 商品

　　　　移動平均法

　　b 販売用不動産

　　　　個別法

　　c 製品

　　　　総平均法

　　d 原材料・貯蔵品

　　　　先入先出法
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項目
当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

　① 有形固定資産（リース資産を除く）

　　定率法によっております。

　　　ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建物附属設備

を除く。)及び貸与資産・賃貸用不動産は定額法によってお

ります。

　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　貸与資産……２～７年

　　賃貸用不動産

　　　建物………18～50年

　　建物…………７～50年

　② 無形固定資産（リース資産を除く）

　　定額法によっております。

　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。

　③ リース資産

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　リース期間を耐用年数とし、残価保証額を残存価額とする定

額法によっております。

(3)重要な引当金の計上基準

　① 貸倒引当金

　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、

個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。

　②賞与引当金

　　　従業員への賞与支給に備えるため、当中間連結会計期間に負

担すべき支給見込額に基づき計上しております。

　③ 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結

会計期間末において発生していると認められる額を計上し

ております。

　　　なお、会計基準変更時差異(474百万円)については、10年によ

る按分額を費用処理しております。

　　　また、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(７年)による定額法により按分

した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理す

ることとしております。

　④ 役員退職慰労引当金

　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当中間

連結会計期間末要支給額を計上しております。

(4)重要なリース取引の処理方法

　リース取引に関する会計基準の改正適用初年度開始前の

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。
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項目
当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

(5)重要なヘッジ会計の方法

　① ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ会計を採用しております。

　② ヘッジ手段とヘッジ対象

　　ヘッジ手段……金利スワップ

　　ヘッジ対象……有価証券

　③ ヘッジ方針

　　　資金運用の効率化を目的としてデリバティブ取引を利用し

ており、投機目的の取引は行わない方針であります。

　④ ヘッジ有効性評価の方法

　　　金利スワップの想定元本、利息の受払い条件及び契約期間が

対象資産とほぼ同一の取引のみであるため、有効性の評価

を省略しております。

(6)その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項

　① 収益及び費用の計上基準について

　　　割賦販売については、割賦基準を採用しております。割賦適

用売上高は一般売上と同一の基準で販売価額を計上し、次

期以降に収入すべき金額に対応する割賦販売損益は、割賦

未実現利益として繰延処理をしております。

　　　なお、当中間連結会計期間では、割賦販売損益の調整金額は

戻入となっております。

　② 消費税等の会計処理について

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており

ます。

　なお、仮払消費税等と仮受消費税等を相殺のうえ金額的重

要性が乏しいため、流動負債の「その他」に含めて表示し

ております。

５　中間連結キャッシュ・

フロー計算書におけ

る資金の範囲

 

　手許現金、要求払預金及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３

カ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっておりま

す。
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注記事項

(中間連結貸借対照表関係)

　

項目
当中間連結会計期間末
(平成20年８月31日)

※１　有形固定資産の減価

償却累計額

百万円

15,264

※２　賃貸用不動産 賃貸用不動産には賃貸用土地・建物及びこれらに付帯する構築

物等が含まれております。

　３　偶発債務

　　　(保証債務)

取引先のリース会

社等に対する営業

取引（リース取引

・割賦販売)保証

滋賀建機㈱ 95百万円

㈱スペッチオ 80

平川機工㈱ 79

㈱第一実業 34

㈱浅原組 28

その他 43社 218

計 535百万円

※４　中間連結会計期間末

日満期手形処理

中間連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に

決済が行われたものとして処理しております。

　なお、当中間連結会計期間末日及びその前日は金融機関の休日

であったため、次の中間連結会計期間末日及びその前日の満期手

形が、中間連結会計期間末残高から除かれております。

受取手形 754百万円

支払手形 56百万円

　

(中間連結損益計算書関係)

　

項目
当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

※１　販売費及び一般管理

費の主なもの

給与手当 1,078百万円

賞与 135　〃

貸倒引当金繰入額 30　〃

賞与引当金繰入額 235　〃

役員退職慰労
引当金繰入額

18　〃

退職給付費用 88　〃

福利厚生費 256　〃

賃借料 431　〃

のれん償却額 52　〃

減価償却費 91　〃

※２　固定資産売却益の内

訳

車輌運搬具他 2百万円

　計 2百万円

※３　固定資産除却損の内

訳

賃貸用不動産
(建物付帯設備他)

12百万円

その他 1　〃

　計 14百万円
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

当中間連結会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)

１　発行済株式に関する事項

　

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少
当中間連結会計
期間末

普通株式(株) 47,841,297 ― ― 47,841,297

　

２　自己株式に関する事項

　

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少
当中間連結会計
期間末

普通株式(株) 4,749,497 17,689 2,538 4,764,648

(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取　　　 　　　　　　　　　17,689株

減少数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買増請求による売渡　　　　　　2,538株

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年５月22日
定時株主総会

普通株式 991 23.00平成20年２月29日平成20年５月23日

　

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成20年８月31日現在)

現金及び預金勘定 12,716百万円

現金及び
現金同等物

12,716百万円
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(リース取引関係)

　

項目
当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

１　リース物件の所有権が借
主に移転すると認められ
るもの以外のファイナン
ス・リース取引(リース
取引開始日がリース会計
基準初年度前の所有権移
転外ファイナンス・リー
ス取引)

（借主側）
　リース取引開始日がリース会計基準初年度前の所有権移転外
ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。
　該当するものについては以下のとおりです。
①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中
間期末残高相当額

貸与資産
(百万円)

工具器
具備品
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額

3,876 237 4,114

減価償却
累計額
相当額

1,703 125 1,828

中間期末
残高
相当額

2,173 112 2,285

②　未経過リース料中間期末残高相当額
１年以内 839百万円
１年超 1,250

計 2,090百万円
③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 535百万円
減価償却費
相当額

468百万円

支払利息相当額 68百万円
④　減価償却費相当額の算定方法
　　リース期間を耐用年数とし、残価保証額を残存価額とする定額
法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法
　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息
相当額とし、各期への配分方法については、利息法によってお
ります。

２　ファイナンス・リース取
引

(借主側)
(1)所有権移転ファイナンス・リース取引
　該当事項はありません。

(2)所有権移転外ファイナンス・リース取引
　①リース資産の内容
　　有形固定資産
　　　主として建機事業における貸与資産であります。

　②リース資産の減価償却の方法
　　　　リース期間を耐用年数とし、残価保証額を残存価額とする定

額法によっております。

３　オペレーティング・リー
ス取引

①　借主側
　　未経過リース料(解約不能のもの)

１年以内 2,066百万円
１年超 4,852

計 6,918百万円
②　貸主側
　　未経過リース料(解約不能のもの)

１年以内 94百万円
１年超 459

計 554百万円

（減損損失について） 　　リース資産に配分された減損損失はありませんので、項目等の
記載は省略しております。
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(有価証券関係)

当中間連結会計期間末(平成20年８月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分

当中間連結会計期間末
(平成20年８月31日)

取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 2,410 2,460 50

債券

　国債・地方債等 14 14 0

　社債 2,608 2,605 △2

その他 2,459 2,397 △61

計 7,493 7,479 △14

（注）当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について94百万円減損処理を行っております。

２　時価評価されていないその他有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額

　

区分

当中間連結会計期間末
(平成20年８月31日)

中間連結貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式 454

社債(非上場) 20

計 474

　

(デリバティブ取引関係)

当中間連結会計期間末(平成20年８月31日)

　　デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

金利関連

当中間連結会計期間末 (平成20年８月31日)

区分 取引の種類
契約額等
(百万円)

うち一年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益(損：△)
(百万円)

市場
取引
以外
の
取引

金利スワップ取引

受取変動・
支払変動

2,000 2,000 1,918 △81

合計 2,000 2,000 1,918 △81

(注) １　時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格及び想定元本相当の預金預入額等に基づき算定しており

ます。

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、記載対象から除いております。

　

(ストック・オプション等関係)

当中間連結会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当中間連結会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)

　
建機事業
(百万円)

商事事業
(百万円)

不動産事業
(百万円)

計(百万円)
消去又は
全社(百万円)

連結(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

15,466 4,815 1,319 21,601 ― 21,601

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―　 ―

計 15,466 4,815 1,319 21,601 ― 21,601

営業費用 14,509 4,589 981 20,080 ― 20,080

営業利益 957 225 337 1,520 ― 1,520

　

(注) １　事業の種類別セグメントは、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業区分の主要な商品等の名称等

(1) 建機事業　　　　　　土木・建設機械等の製造、販売並びにレンタル

(2) 商事事業　　　　　　建設資材、商業設備、住宅設備、映像・音響機器等の販売並びにレンタル

(3) 不動産事業　　　　　商業用不動産の賃貸・売買、戸建・分譲等

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。

　

【所在地別セグメント情報】

当中間連結会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)

　　　在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。

　

【海外売上高】

当中間連結会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)

　　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。

　

(企業結合等関係)

当中間連結会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

１株当たり純資産額 1,424円18銭

１株当たり中間純利益 22円66銭

(注) １　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載をしておりません。

２　算定上の基礎

　(1) １株当たり純資産額

当中間連結会計期間末
（平成20年８月31日)

中間連結貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) 61,348

普通株式に係る純資産額(百万円) 61,348

中間連結貸借対照表の純資産の部の合計額と1株当たり
純資産額の算定に用いられた普通株式に係る中間連結
会計期間末の純資産額との差額(百万円)

―

普通株式の発行済株式数(千株) 47,841

普通株式の自己株式数(千株) 4,764

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
(千株)

43,076

　

　(2) １株当たり中間純利益金額

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

中間連結損益計算書上の中間純利益(百万円) 976

普通株主に帰属しない金額(百万円) ―

普通株式に係る中間純利益(百万円) 976

普通株式の期中平均株式数(千株) 43,087

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

前中間会計期間末

(平成19年８月31日)

当中間会計期間末

(平成20年８月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 17,458 12,184 13,552

　２　受取手形 ※４ 8,343 7,630 9,467

　３　売掛金 6,621 5,626 6,484

　４　営業貸付金 429 46 131

  ５  有価証券 ― 1,013 1,213

　６　たな卸資産 2,592 4,000 4,006

　７　その他 3,899 869 1,019

　　　貸倒引当金 △920 △931 △923

　　　流動資産合計 38,42451.2 30,44140.5 34,95045.6

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※１

　　(1) 貸与資産 1,508 1,885 1,629

　　(2) 賃貸用
　　　　不動産

※２ 11,722 20,175 16,718

　　(3) 建物 2,521 2,555 2,531

　　(4) 土地 4,149 4,459 4,149

　　(5) その他 329 531 279

　　　有形固定資産
　　　合計

20,23327.0 29,60739.3 25,30833.0

　２　無形固定資産 192 0.3 190 0.3 191 0.3

　３　投資その他の
　　　資産

　　(1) 投資
　　　　有価証券

11,300 8,517 9,157

　　(2) 長期性預金 4,090 4,900 5,522

　　(3) その他 1,190 1,947 1,823

　　　　貸倒引当金 △412 △365 △361

　　　投資その他の
　　　資産合計

16,16821.5 14,99919.9 16,14121.1

　　　固定資産合計 36,59448.8 44,79759.5 41,64154.4

　　　資産合計 75,018100.0 75,239100.0 76,592100.0
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前中間会計期間末

(平成19年８月31日)

当中間会計期間末

(平成20年８月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形 ※４ 5,503 4,669 6,947

　２　買掛金 3,564 2,647 2,764

  ３　リース債務　　　 ― 30 ―

　４　未払法人税等 812 856 836

　５　賞与引当金 209 210 203

　６　その他 1,232 1,716 1,466

　　　流動負債合計 11,32215.1 10,13013.5 12,21916.0

Ⅱ　固定負債

  １　リース債務 ― 221 ―

　２　退職給付
　　　引当金

8 5 9

　３　役員退職慰労
　　　引当金

711 747 728

　４　その他 1,882 2,580 2,063

　　　固定負債合計 2,6023.5 3,5544.7 2,8013.6

　　　負債合計 13,92418.6 13,68418.2 15,02119.6

　

EDINET提出書類

株式会社ワキタ(E02618)

半期報告書

32/62



　　
前中間会計期間末

(平成19年８月31日)

当中間会計期間末

(平成20年８月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 12,20816.2 12,20816.2 12,20815.9

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 13,716 13,716 13,716

　　(2) その他資本
　　　　剰余金

1 0 1

　　　資本剰余金
　　　合計

13,71718.3 13,71718.2 13,71717.9

　３　利益剰余金

　　(1) 利益準備金 1,182 1,182 1,182

　　(2) その他利益
　　　　剰余金

　　　　建物圧縮
　　　　積立金

24 22 23

　　　　土地圧縮
　　　　積立金

58 58 58

　　　　別途積立金 34,000 34,000 34,000

　　　　繰越利益
　　　　剰余金

3,425 4,583 4,586

　　　利益剰余金
　　　合計

38,69151.6 39,84753.0 39,85152.0

　４　自己株式 △2,103△2.8 △2,119△2.8 △2,110△2.7

　　　株主資本合計 62,51483.3 63,65484.6 63,66783.1

Ⅱ　評価・換算
　　差額等

　１　その他
　　　有価証券
　　　評価差額金

671 0.9 △8 △0.0 △4 △0.0

　２　繰延ヘッジ
　　　損益

△1 △0.0 0 0.0 △0 △0.0

　３　土地再評価
　　　差額金

△2,091△2.8 △2,091△2.8 △2,091△2.7

　　　評価・換算
　　　差額等合計

△1,420△1.9 △2,099△2.8 △2,095△2.7

　　　純資産合計 61,09481.4 61,55481.8 61,57180.4

　　　負債
　　　純資産合計

75,018100.0 75,239100.0 76,592100.0
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② 【中間損益計算書】

　

前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間

(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 27,147100.0 20,422100.0 53,656100.0

Ⅱ　売上原価 22,26682.0 16,07178.7 43,61181.3

Ⅲ　割賦売上利益
　　調整額(繰延:△)

△45△0.2 70 0.4 △80△0.1

　　　売上総利益 4,83517.8 4,42121.7 9,96518.6

Ⅳ　販売費及び
　　一般管理費

3,28412.1 2,85514.0 6,53512.2

　　　営業利益 1,5515.7 1,5667.7 3,4296.4

Ⅴ　営業外収益 ※１ 373 1.4 282 1.4 721 1.3

Ⅵ　営業外費用 ※２ 59 0.2 39 0.2 275 0.5

　　　経常利益 1,8656.9 1,8088.9 3,8767.2

Ⅶ　特別利益 ※３ 9 0.0 0 0.0 57 0.1

Ⅷ　特別損失 ※４ 12 0.0 112 0.6 22 0.0

　　　税引前中間
　　　(当期)純利益

1,8626.9 1,6968.3 3,9117.3

　　　法人税、
　　　住民税
　　　及び事業税

808 843 1,765

　　　法人税等
　　　調整額

△34 773 2.9 △134 709 3.5 △102 1,6623.1

　　　中間(当期)
　　　純利益

1,0884.0 987 4.8 2,2484.2
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③ 【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日)
　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年２月28日残高(百万円) 12,208 13,716 0 13,717

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当

　役員退職積立金の取崩

　建物圧縮積立金の取崩(注)

　別途積立金の積立

　中間純利益

　自己株式の取得

　自己株式の処分 0 0

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額（純額）
中間会計期間中の変動額合計
　　　　　　　　　(百万円)

― ― 0 0

平成19年８月31日残高(百万円) 12,208 13,716 1 13,717

　
株主資本

利益剰余金

自己株式
株主資本
合計利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計役員退職

積立金
建物圧縮
積立金

土地圧縮
積立金

別途積立
金

繰越利益
剰余金

平成19年２月28日残高(百万円) 1,182 420 25 58 32,0004,90838,594△2,08262,438

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当 △991 △991 △991

　役員退職積立金の取崩 △420 420 ― ―

　建物圧縮積立金の取崩(注) △0 0 ― ―

　別途積立金の積立 2,000△2,000 ― ―

　中間純利益 1,0881,088 1,088

　自己株式の取得 △21 △21

　自己株式の処分 0 1

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額（純額）
中間会計期間中の変動額合計
　　　　　　　　　(百万円)

― △420 △0 ― 2,000△1,482 96 △21 76

平成19年８月31日残高(百万円) 1,182 ― 24 58 34,0003,42538,691△2,10362,514

　
評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年２月28日残高(百万円) 958 △3 △818 136 62,575

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当 △991

　役員退職積立金の取崩 ―

　建物圧縮積立金の取崩(注) ―

　別途積立金の積立 ―

　中間純利益 1,088

　自己株式の取得 △21

　自己株式の処分 1

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額（純額）

△286 2 △1,272 △1,557 △1,557

中間会計期間中の変動額合計
　　　　　　　　　(百万円)

△286 2 △1,272 △1,557 △1,481

平成19年８月31日残高(百万円) 671 △１ △2,091 △1,420 61,094

(注)　平成19年８月中間期の中間決算手続きとして、税務上の建物圧縮積立金の取崩であります。
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当中間会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成20年２月29日残高(百万円) 12,208 13,716 1 13,717

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当

　建物圧縮積立金の取崩

　中間純利益

　自己株式の取得

　自己株式の処分 △0 △0

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額（純額）
中間会計期間中の変動額合計
　　　　　　　　　(百万円)

― ― △0 △0

平成20年８月31日残高(百万円) 12,208 13,716 0 13,717

　
株主資本

利益剰余金

自己株式
株主資本
合計利益準備金

その他の利益剰余金
利益剰余金
合計建物圧縮

積立金
土地圧縮
積立金

別途積立
金

繰越利益
剰余金

平成20年２月29日残高(百万円) 1,182 23 58 34,0004,586 39,851△2,110 63,667

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当 △991 △991 △991

　建物圧縮積立金の取崩 △0 0 ― ―

　中間純利益 987 987 987

　自己株式の取得 △10 △10

　自己株式の処分 1 1

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額（純額）
中間会計期間中の変動額合計
　　　　　　　　　(百万円)

― △0 ― ― △3 △4 △8 △12

平成20年８月31日残高(百万円) 1,182 22 58 34,0004,583 39,847△2,119 63,654

　
評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成20年２月29日残高(百万円) △4 △0 △2,091 △2,095 61,571

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当 △991

　建物圧縮積立金の取崩 ―

　中間純利益 987

　自己株式の取得 △10

　自己株式の処分 1

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額（純額）

△3 0 △3 △3

中間会計期間中の変動額合計
　　　　　　　　　(百万円)

△3 0 ― △3 △16

平成20年８月31日残高(百万円) △8 0 △2,091 △2,099 61,554
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前事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年２月28日残高(百万円) 12,208 13,716 0 13,717

事業年度中の変動額

　剰余金の配当

　役員退職積立金の取崩

　建物圧縮積立金の取崩

　別途積立金の積立

　当期純利益

　自己株式の取得

　自己株式の処分 0 0

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額（純額）
事業年度中の変動額合計
　　　　　　　　　　(百万円)

― ― 0 0

平成20年２月29日残高(百万円) 12,208 13,716 1 13,717

　
株主資本

利益剰余金

自己株式
株主資本
合計利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計役員退職

積立金
建物圧縮
積立金

土地圧縮
積立金

別　途
積立金

繰越利益
剰余金

平成19年２月28日残高(百万円) 1,182 420 25 58 32,0004,90838,594△2,08262,438

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △991 △991 △991

　役員退職積立金の取崩 △420 420 ― ―

　建物圧縮積立金の取崩 △1 1 ― ―

　別途積立金の積立 2,000△2,000 ― ―

　当期純利益 2,2482,248 2,248

　自己株式の取得 △30 △30

　自己株式の処分 1 1

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額（純額）
事業年度中の変動額合計
　　　　　　　　　　(百万円)

― △420 △1 ― 2,000△321 1,256 △28 1,228

平成20年２月29日残高(百万円) 1,182 ― 23 58 34,0004,58639,851△2,11063,667

　
評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年２月28日残高(百万円) 958 △3 △818 136 62,575

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △991

　役員退職積立金の取崩 ―

　建物圧縮積立金の取崩 ―

　別途積立金の積立 ―

　当期純利益 2,248

　自己株式の取得 △30

　自己株式の処分 1

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額（純額）

△963 3 △1,272 △2,232 △2,232

事業年度中の変動額合計
　　　　　　　　　　(百万円)

△963 3 △1,272 △2,232 △1,004

平成20年２月29日残高(百万円) △4 △0 △2,091 △2,095 61,571
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④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】

当中間会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、当中間会計期間に係る中間キャッ

シュ・フロー計算書については作成しておりません。

　

前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

前事業年度の要約
キャッシュ・フロー計算書
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　１　税引前中間(当期)純利益 1,862 3,911

　２　減価償却費 448 1,038

　３　賞与引当金の増減額(減少：△) 9 4

　４　退職給付引当金の増減額(減少：△) 2 3

　５　役員退職慰労引当金の増減額(減少：△) 16 33

　６　有形固定資産売却益 △4 △5

　７　無形固定資産売却益 △4 △4

　８　有形固定資産除売却損 12 21

　９　受取利息及び受取配当金 △311 △520

　10　金利スワップ評価損益(益:△) △15 △64

　11　売上債権の増減額(増加：△) △487 △1,176

　12　たな卸資産の増減額(増加：△) △47 △1,462

　13　仕入債務の増減額(減少：△) △236 407

　14　貸倒引当金の増減額(減少：△) 360 312

　15　その他 △119 1,721

小計 1,484 4,220

　16　利息及び配当金の受取額 308 519

　17　法人税等の支払額(純額) △960 △1,894

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 832 2,846
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前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

前事業年度の要約
キャッシュ・フロー計算書
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　１　定期預金の払戻による収入 ― 352

　２　金銭債権信託の取得による支出 △596 △596

　３　金銭債権信託の償還等による収入 1,505 1,505

　４　有形固定資産の取得による支出 △4,559 △10,057

　５　有形固定資産の売却による収入 9 11

　６　無形固定資産の売却による収入 10 10

　７　投資有価証券の取得による支出 △1,752 △205

　８　投資有価証券の売却・償還等による収入 532 1,251

　９　関係会社株式の取得による支出 ― △1,578

　10　貸付けによる支出 △245 △346

　11　貸付金の回収による収入 9 21

　12　その他の支出 △6 △41

　13　その他の収入 24 111

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △5,066 △9,561

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　１　有形固定資産の割賦支払による支出 △150 △311

　２　自己株式の取得による支出 △21 △30

　３　自己株式の売却処分による収入 1 1

　４　配当金の支払額 △985 △989

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △1,157 △1,328

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 △3 △45

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額(減少：△） △5,394 △8,088

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 20,706 20,706

Ⅶ　現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 15,312 12,618
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１　資産の評価基準及

び評価方法

(イ)有価証券

　(1) 子会社株式

　　　移動平均法による原価

法

(イ)有価証券

　(1) 子会社株式

　　　移動平均法による原価

法

(イ)有価証券

　(1) 子会社株式

　　　移動平均法による原価

法

　(2) その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　中間決算末日の市場価

格等に基づく時価

法(評価差額は、全

部純資産直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定)

　(2) その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　中間会計期間末日の市

場価格等に基づく

時価法(評価差額

は、全部純資産直

入法により処理

し、売却原価は移

動平均法により算

定)

　(2) その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　決算末日の市場価格等

に基づく時価法

(評価差額は、全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定)

　　　時価のないもの

　　　　移動平均法による原価

法

　　　時価のないもの

　　　　移動平均法による原価

法

　　　時価のないもの

　　　　移動平均法による原価

法

(ロ)デリバティブ取引によ

り生じる債権及び債務

　時価法

(ロ)デリバティブ取引によ

り生じる債権及び債務

　時価法

(ロ)デリバティブ取引によ

り生じる債権及び債務

　時価法

(ハ)たな卸資産

　　評価基準は原価法（収益

性の低下による簿価切

下げの方法）によって

おります。

　(1) 商品

　　　移動平均法

(ハ)たな卸資産

　　評価基準は原価法（収益

性の低下による簿価切

下げの方法）によって

おります。

　(1) 商品

　　　移動平均法

(ハ)たな卸資産

　　評価基準は原価法（収益

性の低下による簿価切

下げの方法）によって

おります。

　(1) 商品

　　　移動平均法

　(2) 販売用不動産

　　　個別法

　(2) 販売用不動産

　　　個別法

　(2) 販売用不動産

　　　個別法

　(3) 製品

　　　総平均法

　(3) 製品

　　　総平均法

　(3) 製品

　　　総平均法

　(4) 原材料・貯蔵品

　　　先入先出法

　(会計方針の変更）

　 「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」(企業会

計基準委員会　平成18

年７月５日　企業会計

基準第９号)が平成20

年３月31日以前に開始

する事業年度に係る財

務諸表から適用できる

ことになったことに伴

い、当中間会計期間か

ら同会計基準を適用し

ております。

なお、当該変更に伴う

中間財務諸表に与える

影響は、ありません。

　(4) 原材料・貯蔵品

　　　先入先出法

　(4) 原材料・貯蔵品

　　　先入先出法

　(会計方針の変更）

　 「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」（企業会

計基準委員会　平成18

年７月５日　企業会計

基準第９号）が平成20

年３月31日以前に開始

する事業年度に係る財

務諸表から適用できる

ことになったことに伴

い、当事業年度から同

会計基準を適用してお

ります。

なお、当該変更に伴う

財務諸表に与える影響

は、軽微であります。
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

２　固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

　　定率法によっておりま

す。

　　ただし、平成10年４月１

日以降取得した建物

(建物附属設備を除

く。)及び映像・音響機

器関係の貸与資産は定

額法によっておりま

す。

　　なお、主な耐用年数は以

下のとおりでありま

す。

　　貸与資産……２～７年

　　賃貸用不動産

　　　建物………18～50年

　　建物…………７～50年

(1) 有形固定資産（リース

資産を除く）

　　定率法によっておりま

す。

　　ただし、平成10年４月１

日以降取得した建物

(建物附属設備を除

く。)及び貸与資産・賃

貸用不動産は定額法に

よっております。

　　なお、主な耐用年数は以

下のとおりでありま

す。

　　貸与資産……２～７年

　　賃貸用不動産

　　　建物………18～50年

　　建物…………７～50年

 
（会計方針の変更）
従来、建機関係の貸与
資産及び賃貸用不動産の
建物(建物附属設備を除
く。)以外の建物に付帯す
る設備等については、定
率法を採用しておりまし
たが、平成19年度税制改
正を契機に見直しを行っ
た結果、当中間会計期間
より定額法に変更いたし
ました。
　この変更は建機関係の
貸与資産は近年の同機械
の機能性の向上により、
概ね耐用年数経過時まで
維持費は逓増せず、また
貸し出しも継続的かつ安
定的に収益獲得に貢献す
ることが見込まれ、賃貸
用不動産の建物に付帯す
る設備等については、建
物本体の償却方法と統一
し、減価償却の期間配分
をより平準化して、収益
と減価償却費のより適正
な対応を図り、期間損益
を合理的に把握するため
に実施したものでありま
す。
この変更により、従来
の方法によった場合と比
べ、当中間会計期間にお
いて、減価償却費は38百
万円減少し、営業利益、経
常利益及び税引前中間純
利益はそれぞれ38百万円
増加しております。

(1) 有形固定資産

　　定率法によっておりま

す。

　　ただし、平成10年４月１

日以降取得した建物

(建物附属設備を除

く。)及び映像・音響機

器関係の貸与資産は定

額法によっておりま

す。

　　なお、主な耐用年数は以

下のとおりでありま

す。

　　貸与資産……２～７年

　　賃貸用不動産

　　　建物………18～50年

　　建物…………７～50年
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

（追加情報）
法人税法の改正に伴
い、平成19年３月31日以
前に取得した資産につい
ては、改正前の法人税法
に基づく減価償却の方法
の適用により取得価額の
５％に達した事業年度の
翌事業年度より取得価額
の５％相当額と備忘価額
との差額を５年間にわた
り均等償却を行っており
ます。
　この変更により営業利
益、経常利益及び税引前
中間純利益はそれぞれ35
百万円減少しておりま
す。

(2) 無形固定資産

　　定額法によっておりま

す。

　　なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社

内における利用可能期

間(５年)に基づく定額

法によっております。

(2) 無形固定資産（リース

資産を除く）

　　定額法によっておりま

す。

　　なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社

内における利用可能期

間(５年)に基づく定額

法によっております。

(2) 無形固定資産

　　定額法によっておりま

す。

　　なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社

内における利用可能期

間(５年)に基づく定額

法によっております。

(3) リース資産

　　所有権移転外ファイナン

ス・リース取引に係る

リース資産

　リース期間を耐用年

数とし、残価保証額を

残存価額とする定額法

によっております。

（会計方針の変更）
「リース取引に関する
会計基準」（企業会計基
準委員会　最終改正平成
19年３月30日　企業会計
基準第13号）及び「リー
ス取引に関する会計基準
の適用指針」　（企業会
計基準委員会　最終改正
平成19年３月30日　企業
会計基準適用指針第16
号）が平成19年４月１日
以後に開始する事業年度
に係る財務諸表から適用
できることになったこと
に伴い、当中間会計期間
から同会計基準及び同適
用指針を適用しておりま
す。
この変更により営業利
益、経常利益及び税引前
中間純利益に与える影響
は軽微であります。
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

３　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債

権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債

権等特定の債権につい

ては、個別に回収の可

能性を検討し、回収不

能見込額を計上してお

ります。

(1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債

権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債

権等特定の債権につい

ては、個別に回収の可

能性を検討し、回収不

能見込額を計上してお

ります。

(1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債

権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債

権等特定の債権につい

ては、個別に回収の可

能性を検討し、回収不

能見込額を計上してお

ります。

(2) 賞与引当金

　　従業員への賞与支給に備

えるため、当中間会計

期間に負担すべき支給

見込額に基づき計上し

ております。

(2) 賞与引当金

　　従業員への賞与支給に備

えるため、当中間会計

期間に負担すべき支給

見込額に基づき計上し

ております。

(2) 賞与引当金

　　従業員への賞与支給に備

えるため、当事業年度

に負担すべき支給見込

額に基づき計上してお

ります。

(3) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末

における退職給付債務

及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計

期間末において発生し

ていると認められる額

を計上しております。

　　なお、会計基準変更時差

異(474百万円)につい

ては、10年による按分

額を費用処理しており

ます。

　　また、数理計算上の差異

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(７

年)による定額法によ

り按分した額を、それ

ぞれ発生の翌事業年度

から費用処理すること

としております。

(3) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末

における退職給付債務

及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計

期間末において発生し

ていると認められる額

を計上しております。

　　なお、会計基準変更時差

異(474百万円)につい

ては、10年による按分

額を費用処理しており

ます。

　　また、数理計算上の差異

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(７

年)による定額法によ

り按分した額を、それ

ぞれ発生の翌事業年度

から費用処理すること

としております。

(3) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末

における退職給付債務

及び年金資産の見込額

に基づき計上しており

ます。

　　なお、会計基準変更時差

異(474百万円)につい

ては、10年による按分

額を費用処理しており

ます。

　　また、数理計算上の差異

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(７

年)による定額法によ

り按分した額を、それ

ぞれ発生の翌事業年度

から費用処理すること

としております。

(4) 役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に

基づく当中間会計期間

末要支給額を計上して

おります。

(4) 役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に

基づく当中間会計期間

末要支給額を計上して

おります。

(4) 役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に

基づく当事業年度末要

支給額を計上しており

ます。
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

４　リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

については、通常の賃

貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっ

ております。

リース取引に関する会

計基準の改正適用初年

度開始前の所有権移転

外ファイナンス・リー

ス取引については、通

常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理

によっております。

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

については、通常の賃

貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっ

ております。

５　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ会計を採用し

ております。

(1) ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ会計を採用し

ております。

(1) ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ会計を採用し

ております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

　　ヘッジ手段……金利ス

ワップ

　　ヘッジ対象……有価証券

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

　　ヘッジ手段……金利ス

ワップ

　　ヘッジ対象……有価証券

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

　　ヘッジ手段……金利ス

ワップ

　　ヘッジ対象……有価証券

(3) ヘッジ方針

　　資金運用の効率化を目的

としてデリバティブ取

引を利用しており、投

機目的の取引は行わな

い方針であります。

(3) ヘッジ方針

　　資金運用の効率化を目的

としてデリバティブ取

引を利用しており、投

機目的の取引は行わな

い方針であります。

(3) ヘッジ方針

　　資金運用の効率化を目的

としてデリバティブ取

引を利用しており、投

機目的の取引は行わな

い方針であります。

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

　　金利スワップの想定元

本、利息の受払い条件

及び契約期間が対象資

産とほぼ同一の取引の

みであるため、有効性

の評価を省略しており

ます。

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

　　金利スワップの想定元

本、利息の受払い条件

及び契約期間が対象資

産とほぼ同一の取引の

みであるため、有効性

の評価を省略しており

ます。

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

　　金利スワップの想定元

本、利息の受払い条件

及び契約期間が対象資

産とほぼ同一の取引の

みであるため、有効性

の評価を省略しており

ます。

６　中間キャッシュ・

フ ロ ー 計 算 書

(キャッシュ・フ

ロー計算書)にお

ける資金の範囲

中間キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及

び現金同等物）は、手許現

金、要求払預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から

３カ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなって

おります。

―――――― キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、要

求払預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない取得日から３カ月

以内に償還期限の到来する

短期投資からなっておりま

す。
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

７　その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

(1) 収益及び費用の計上基

準について

　　割賦販売については、割

賦基準を採用しており

ます。割賦適用売上高

は一般売上と同一の基

準で販売価額を計上

し、次期以降に収入す

べき金額に対応する割

賦販売損益は、割賦未

実現利益として繰延処

理をしております。

　　なお、当中間会計期間で

は、割賦販売損益の調

整金額は繰延となって

おります。

(1) 収益及び費用の計上基

準について

　　割賦販売については、割

賦基準を採用しており

ます。割賦適用売上高

は一般売上と同一の基

準で販売価額を計上

し、次期以降に収入す

べき金額に対応する割

賦販売損益は、割賦未

実現利益として繰延処

理をしております。

　　なお、当中間会計期間で

は、割賦販売損益の調

整金額は戻入となって

おります。

(1) 収益及び費用の計上基

準について

　　割賦販売については、割

賦基準を採用しており

ます。なお割賦適用売

上高は一般売上と同一

の基準で販売価額を計

上し、次期以降に収入

すべき金額に対応する

割賦販売損益は、割賦

未実現利益として繰延

処理をしております。

(2) 消費税等の会計処理に

ついて

　　消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式

によっております。

　　なお、仮払消費税等と仮

受消費税等を相殺のう

え金額的重要性が乏し

いため、流動負債の

「その他」に含めて表

示しております。

(2) 消費税等の会計処理に

ついて

　　消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式

によっております。

なお、仮払消費税等と

仮受消費税等を相殺の

うえ金額的重要性が乏

しいため、流動負債の

「その他」に含めて表

示しております。

(2) 消費税等の会計処理に

ついて

　　消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式

によっております。
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　

項目
前中間会計期間末
(平成19年８月31日)

当中間会計期間末
(平成20年８月31日)

前事業年度末
(平成20年２月29日)

※１　有形固定資産の

減価償却累計額

百万円

12,666

百万円

12,503

百万円

12,851

※２　賃貸用不動産 賃貸用不動産には賃貸用土

地・建物及びこれらに付帯

する構築物等が含まれてお

ります。

賃貸用不動産には賃貸用土

地・建物及びこれらに付帯

する構築物等が含まれてお

ります。

賃貸用不動産には賃貸用土

地・建物及びこれらに付帯

する構築物等が含まれてお

ります。

　３　偶発債務

　　　(保証債務)

取引先のリー

ス会社等に対

する営業取引

（リース取引

・割賦販売)保

証

㈱第一実業 53百万円

㈱浅原組 44

八田産業㈱ 39

㈱スペッチオ 29

㈱フーマト

レーディング
28

その他 54社 350

計 544百万円

滋賀建機㈱ 95百万円

㈱スペッチオ 80

平川機工㈱ 79

㈱第一実業 34

㈱浅原組 28

その他 43社 218

計 535百万円

滋賀建機㈱ 105百万円

㈱スペッチオ 85

平川機工㈱ 50

㈱第一実業 42

㈱浅原組 36

その他　49社 289

計 609百万円

※４　中間会計期間末

日満期手形処理

――――― 中間会計期間末日満期手形

の会計処理については、満

期日に決済が行われたもの

として処理しております。

　なお、当中間会計期間末日

及びその前日は金融機関の

休日であったため、次の中

間会計期間末日及びその前

日の満期手形が、中間会計

期間末残高から除かれてお

ります。

受取手形 754百万円

支払手形 56百万円

―――――

　
　

(中間損益計算書関係)

　

項目
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

※１　営業外収益のう

ち主要なもの

百万円

受取利息 155

受取配当金 155

百万円

受取利息 108

受取配当金 78

百万円

受取利息 295

受取配当金 225

※２　営業外費用のう

ち主要なもの

百万円

為替差損 39

百万円

支払利息 3

百万円

為替差損 247

※３　特別利益のうち

主要なもの

百万円

固定資産売却益 9

百万円

固定資産売却益 0

百万円

固定資産売却益 10

関係会社清算益 46

※４　特別損失のうち

主要なもの

百万円

固定資産除却損 12

百万円

固定資産除却損 14

投資有価証券評

価損
94

百万円

固定資産除却損 21

　５　減価償却実施額 百万円

有形固定資産 447

無形固定資産 0

百万円

有形固定資産 619

無形固定資産 0

百万円

有形固定資産 1,036

無形固定資産 1
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(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日)

１　発行済株式に関する事項

　

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 47,841,297 ─ ─ 47,841,297

　

２　自己株式に関する事項

　

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 4,717,168 23,092 1,233 4,739,027

(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

単元未満株式の買取　　　 　　　　　　　　　23,092株

減少数の主な内訳は、次の通りであります。

単元未満株式の買増請求による売渡　　　　　　1,233株

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年５月24日
定時株主総会

普通株式 991 23.00平成19年２月28日平成19年５月25日
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　 当中間会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)

※当中間会計期間に係る「中間株主資本等変動計算書関係」(「自己株式に関する事項」は除く。)

については、中間連結財務諸表における注記事項として記載しております。

　

自己株式に関する事項
　

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 4,749,497 17,689 2,538 4,764,648

(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取　　　 　　　　　　　　　17,689株

減少数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買増請求による売渡　　　　　　2,538株

　

前事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

１　発行済株式に関する事項
　

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 47,841,297 ― ― 47,841,297

　

２　自己株式に関する事項
　

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 4,717,168 34,039 1,710 4,749,497

(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取　　　　　　　　　　　　 34,039株

減少数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買増請求による売渡　　　　　　1,710株

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

（１） 配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年５月24日
定時株主総会

普通株式 991 23.00平成19年２月28日平成19年５月25日

　

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
　

決議 株式の種類
配当の
原　資

配当金の総額

(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年5月22日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 991 23.00平成20年2月29日 平成20年5月23日
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(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

※当中間会計期間における「中間キャッシュ・フロー計算書関係」については、中間連結財務諸表

における注記事項として記載しております。

　
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に
掲記されている科目の金額との関係(平成19年８月31日
現在)

現金及び預金勘定 17,458百万円

流動資産　その他

金銭債権信託勘定(３ヶ月以内金銭
債権信託受益権等)

734

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △2,880

現金及び現金同等物 15,312百万円
 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され
ている科目の金額との関係（平成20年２月29日現在)

現金及び預金勘定 13,552百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △933

現金及び現金同等物 12,618百万円
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(リース取引関係)

前中間会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引

（借手側）

 

１　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引

（借主側）

　リース取引開始日がリース会計基準初年度

前の所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理を引き続き採用しており

ます。

　該当するものについては以下のとおりで

す。

１　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引

（借手側）

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

貸与資産
(百万円)

その他
（工具器
具備品）
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額 3,1535433,697

減価償却
累計額
相当額

1,5753891,964

中間期末
残高
相当額

1,5781541,732

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

貸与資産
(百万円)

工具器
具備品
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額 2,9032373,141

減価償却
累計額
相当額

1,5251251,650

中間期末
残高
相当額

1,3781121,490

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額

貸与資産
(百万円)

その他
（工具器
具備品）
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額 3,0142443,259

減価償却
累計額
相当額

1,3641161,480

期末残高
相当額 1,6501281,779

②　未経過リース料中間期末残高相当額

１年以内 741百万円

１年超 1,073

計 1,814百万円

②　未経過リース料中間期末残高相当額

１年以内 697百万円

１年超 873

計 1,571百万円

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 740百万円

１年超 1,122

計 1,862百万円

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

支払リース料 507百万円

減価償却費
相当額

435百万円

支払利息相当額 71百万円

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

支払リース料 448百万円

減価償却費
相当額

390百万円

支払利息相当額 55百万円

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

支払リース料 1,024百万円

減価償却費
相当額

883百万円

支払利息相当額 136百万円

④　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残価保証額を

残存価額とする定額法によっておりま

す。

④　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残価保証額を

残存価額とする定額法によっておりま

す。

④　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残価保証額を

残存価額とする定額法によっておりま

す。

⑤　利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によって

おります。

⑤　利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によって

おります。

⑤　利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によって

おります。

２　ファイナンス・リース取引

―――――
２　ファイナンス・リース取引

(借主側)

(1)所有権移転ファイナンス・リース取引

　該当事項はありません。

(2)所有権移転外ファイナンス・リース取引

　①リース資産の内容

　　有形固定資産

　　   主として建機事業における貸与資産で

あります。

　②リース資産の減価償却の方法

　　   リース期間を耐用年数とし、残価保証額

を残存価額とする定額法によってお

ります。

２　ファイナンス・リース取引

―――――
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前中間会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

３　オペレーティング・リース取引

①　借手側

　　未経過リース料

１年以内 1,543百万円

１年超 3,947

計 5,490百万円

３　オペレーティング・リース取引

①　借主側

　　未経過リース料(解約不能のもの)

１年以内 1,894百万円

１年超 4,511

計 6,406百万円

３　オペレーティング・リース取引

①　借手側

　　未経過リース料

１年以内 1,901百万円

１年超 5,056

計 6,958百万円

②　貸手側

　　未経過リース料

１年以内 120百万円

１年超 557

計 677百万円

②　貸主側

　　未経過リース料(解約不能のもの)

１年以内 94百万円

１年超 459

計 554百万円

②　貸手側

　　未経過リース料

１年以内 108百万円

１年超 497

計 605百万円

（減損損失について）

　　リース資産に配分された減損損失はあり

ませんので、項目等の記載は省略してお

ります。

（減損損失について）

　　リース資産に配分された減損損失はあり

ませんので、項目等の記載は省略してお

ります。

（減損損失について）

　　リース資産に配分された減損損失はあり

ませんので、項目等の記載は省略してお

ります。
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(有価証券関係)

前中間会計期間末(平成19年８月31日現在)

　

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分

当中間会計期間末
(平成19年８月31日)

取得原価(百万円)
中間貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 2,504 3,618 1,113

債券

　国債・地方債等 115 115 0

　金融債 99 99 △0

　社債 3,815 3,813 △2

その他 2,520 2,539 19

計 9,055 10,186 1,131

　

２　時価評価されていないその他有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額

　

区分

当中間会計期間末
(平成19年８月31日)

中間貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式 441

社債(非上場) 10

計 451
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当中間会計期間末(平成20年８月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

前事業年度(平成20年２月29日現在)

　

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分

前事業年度末
(平成20年２月29日)

取得原価(百万円)
貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 2,504 2,515 11

債券

　国債・地方債等 115 115 0

　社債 3,211 3,213 1

その他 2,497 2,476 △20

計 8,329 8,321 △7

　

２　時価評価されていないその他有価証券の内容及び貸借対照表計上額

　

区分

前事業年度末
(平成20年２月29日)

貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式 450

社債(非上場) 20

計 470

　

EDINET提出書類

株式会社ワキタ(E02618)

半期報告書

53/62



(デリバティブ取引関係)

※当中間会計期間における「デリバティブ取引関係」については、中間連結財務諸表における注記

事項として記載しております。

　

前中間会計期間末(平成19年８月31日)

　

　　デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

金利関連

前中間会計期間末（平成19年８月31日)

区分 取引の種類
契約額等
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益(損：△)
(百万円)

市場
取引
以外
の
取引

金利スワップ取引

受取変動・
支払変動

2,000 1,877 △122

合計 2,000 1,877 △122

(注) １　時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、記載対象から除いております。

　

前事業年度末(平成20年２月29日)

　

　　デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

金利関連

前事業年度末 (平成20年２月29日)

区分 取引の種類
契約額等
(百万円)

うち一年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益(損：△)
(百万円)

市場
取引
以外
の
取引

金利スワップ取引

受取変動・
支払変動

2,000 2,000 1,926 △73

合計 2,000 2,000 1,926 △73

(注) １　時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格及び想定元本相当の預金預入額等に基づき算定しており

ます。

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、記載対象から除いております。
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(ストック・オプション等関係)

※当中間会計期間における「ストック・オプション等関係」については、中間連結財務諸表におけ

る注記事項として記載しております。

　

前中間会計期間(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日)

該当事項はありません。

　

前事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

該当事項はありません。

　

　

(持分法損益等)

※当中間会計期間における「持分法損益等」については、中間連結財務諸表を作成しているため、

記載しておりません。

　

前中間会計期間(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日)

当社は、関連会社がないため、該当事項はありません。

　

前事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

当社は、関連会社がないため、該当事項はありません。

　

　

(企業結合等関係)

前中間会計期間(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日)

該当事項はありません。

　

当中間会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)

該当事項はありません。

　

前事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

前中間会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１株当たり純資産額 1,417円42銭 1,428円96銭 1,428円84銭

１株当たり中間(当期)純利益 25円25銭 22円91銭 52円17銭

(注) １　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載をしておりません。

２　算定上の基礎

　(1) １株当たり純資産額

前中間会計期間末
（平成19年８月31日)

当中間会計期間末
（平成20年８月31日)

前事業年度末
（平成20年２月29日)

中間貸借対照表の純資産の部の
合計額(百万円)

61,094 61,554 61,571

普通株式に係る純資産額(百万
円)

61,094 61,554 61,571

中間貸借対照表の純資産の部の
合計額と1株当たり純資産額の算
定に用いられた普通株式に係る
中間会計期間末の純資産額との
差額(百万円)

― ― ―

普通株式の発行済株式数(千株) 47,841 47,841 47,841

普通株式の自己株式数(千株) 4,739 4,764 4,749

１株当たり純資産額の算定に用
いられた普通株式の数(千株)

43,102 43,076 43,091

　

　(2) １株当たり中間(当期)純利益金額

前中間会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

中間損益計算書上の中間(当
期)純利益(百万円)

1,088 987 2,248

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

― ― ―

普通株式に係る中間(当期)純
利益(百万円)

1,088 987 2,248

普通株式の期中平均株式数
(千株)

43,116 43,087 43,106

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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(2) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第48期)

自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日

平成20年５月23日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成20年10月24日

株式会社ワキタ

取締役会　御中

大阪監査法人

代表社員
業務執行社員

公認会計士　 宮　　本　　富　　雄　　㊞

　 代表社員
業務執行社員

公認会計士　 廣　　瀬　　季　　永　　㊞

　 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ワキタの平成20年３月１日から平成21年２月28日までの連結会計年度の中間連結会

計期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中

間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なう

ような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結

果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、株式会社ワキタ及び連結子会社の平成20年８月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)の経営成績及びキャッシュ

・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 ※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表に添

付する形で別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成19年10月26日

株式会社ワキタ

取締役会　御中

大阪監査法人

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　宮　　本　　富　　雄　　㊞

　 代表社員
業務執行社員

公認会計士　　廣　　瀬　　季　　永　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ワキタの平成19年３月１日から平成20年２月29日までの第48期事業年度の中間会計

期間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中

間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社ワキタの平成19年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期

間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。

追記情報

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項１、(ハ)に記載されているとおり、会社は当中間会計期間

から棚卸資産の評価に関する会計基準を適用している。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 ※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成20年10月24日

株式会社ワキタ

取締役会　御中

大阪監査法人

代表社員
業務執行社員

公認会計士　 宮　　本　　富　　雄　　㊞

　 代表社員
業務執行社員

公認会計士　 廣　　瀬　　季　　永　　㊞

　 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ワキタの平成20年３月１日から平成21年２月28日までの第49期事業年度の中間会計

期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社ワキタの平成20年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。

追記情報

中間財務諸表のための基本となる重要な事項２に記載されているとおり、会社は当中間会計期間に有形固

定資産（リース資産を除く）の減価償却の方法を変更している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 ※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。
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